
◎令和７年度一般会計予算　42億4千2百万円

○一般会計歳入 （単位：千円）

     款 本年度 前年度 比　較 説　　　　明

1 村 税 648,511 610,571 37,940
村民税、固定資産税、軽自動車税、
村たばこ税、入湯税

2 地 方 譲 与 税 75,500 73,300 2,200
地方揮発油譲与税、自動車重量譲与
税、森林環境譲与税

3 利 子 割 交 付 金 100 140 △ 40
預金利子等の所得に分離課税された
県民税から一定割合が交付

4 配 当 割 交 付 金 1,800 1,800 0
特定配当等の額に分離課税された県
民税から一定割合が交付

5
株式等譲渡所得割
交付金

2,000 1,400 600
特定株式等譲渡所得に分離課税され
た県民税から一定割合が交付

6 法人事業税交付金 8,500 7,000 1,500
県に納付された法人事業税(5.4%)に
相当する額を村に交付

7 地方消費税交付金 95,000 90,000 5,000
消費税10%のうち、国7.8%・地方2.2%
（県1/2、市町村1/2）

8
自動車取得税交付
金

1 1 0
自動車取得税の一定額が村道の延長
と面積を基準に交付

9 環境性能割交付金 7,000 5,500 1,500
自動車税環境性能割の一定割合が村
道の延長と面積を基準に交付

10 地方特例交付金 1,001 1,301 △ 300 減収補てん特例交付金

11 地 方 交 付 税 1,732,000 1,732,000 0
村の基準財政収入額と基準財政需要
額の差を国が交付

12
交通安全対策特別
交付金

950 1,000 △ 50
交通反則金を配分。道路交通安全施
設整備に充当

13 分担金及び負担金 9,297 7,262 2,035
学校給食費負担金、派遣職員人件費
負担金など

14 使用料及び手数料 18,658 18,848 △ 190
村営住宅や体育施設の使用料、公共
物占用料、各種証明手数料など

15 国 庫 支 出 金 218,951 249,401 △ 30,450
障害者福祉サービス費等負担金、
社会資本整備総合交付金など

16 県 支 出 金 217,729 228,954 △ 11,225
障害福祉・児童福祉・社会福祉補助金、
農林業費補助金など

17 財 産 収 入 44,737 13,900 30,837
土地、建物の貸付料、基金の預金利
子など

18 寄 附 金 70,002 73,002 △ 3,000
ふるさと納税寄附金や企業版ふるさ
と納税寄付金など

19 繰 入 金 678,051 473,937 204,114 村の基金からの繰入れ

20 繰 越 金 50,000 50,000 0 前年度決算後の余剰金

21 諸 収 入 150,512 219,683 △ 69,171
預金利子、観光施設事業収入及び宝
くじ助成金などの諸収入等

22 村 債 211,700 364,000 △ 152,300 過疎対策事業債、臨時財政対策債

4,242,000 4,223,000 19,000

1,669,768 1,467,203 202,565

　令和７年度の一般会計、特別会計及び事業会計の予算は3月６日開会の定例村議会において
提出され、きめ細かい審議を経て3月14日原案どおり可決されました。
  一般会計の予算は42億4千2百万円で、前年度に比べ約0.5％の増額となりました。

歳入合計のうち自主財源

歳 入 合 計



○一般会計歳出 （単位：千円）

     款 本年度 前年度 比　較 説　　　　明

1 議 会 費 69,136 68,079 1,057 村議会の活動に要する経費

2 総 務 費 1,108,261 907,203 201,058
人事、企画、財政、情報政策、徴
税、戸籍、選挙、交通安全など

3 民 生 費 676,806 612,292 64,514
障害者福祉、児童福祉、高齢者福
祉、福祉医療、保育所など
国保・介護各会計への支出など

4 衛 生 費 414,591 400,429 14,162
総合検診、予防接種、環境衛生、健
康管理センター、簡水・後期高齢各
会計への支出など

5 労 働 費 44 44 0
労働関係各団体への負担金・補助金
の支出など

6 農 林 水 産 業 費 361,849 364,214 △ 2,365
農業委員会、農業土木、農業・畜産
振興、林業・水産業費など

7 商 工 費 210,615 238,849 △ 28,234 商工業振興、観光振興

8 土 木 費 284,840 364,428 △ 79,588
道路、橋梁、河川、除雪経費、下水
道会計への支出など

9 消 防 費 174,752 179,802 △ 5,050
広域消防への負担金、消防団経費な
ど

10 教 育 費 415,907 551,717 △ 135,810
学校教育のほか、生涯学習やスポー
ツ振興など

11 災 害 復 旧 費 3 3 0
大雨、暴風、地震などの災害による
被災施設の復旧費

12 公 債 費 522,196 532,940 △ 10,744 村債の元金・利子

13 諸 支 出 0 0 0

14 予 備 費 3,000 3,000 0
予算外の支出または予算超過の支出
に充てる経費

4,242,000 4,223,000 19,000

（単位：千円）

本年度 前年度 比　較 説　　　　明

695,465 727,172 △ 31,707
社会保険、共済組合等の加入者以外
の医療費給付事業

674,836 696,800 △ 21,964 介護予防、介護サービス事業

78,252 75,600 2,652
75歳以上（一定の障害等がある人は
65歳以上）の者の医療費給付事業

本年度 前年度 比　較 6つの簡易水道事業の管理運営

収 益 的 収 入 129,095 120,853 8,242 経営活動に伴う収益

収 益 的 支 出 128,108 122,642 5,466 経営活動に伴う費用

資 本 的 収 入 5,657 7,666 △ 2,009 他会計補助金

資 本 的 支 出 14,992 16,796 △ 1,804 企業債償還金

本年度 前年度 比　較
農集排、特環公共下水道事業の管理
運営

収 益 的 収 入 213,114 196,282 16,832 経営活動に伴う収益

収 益 的 支 出 213,114 200,389 12,725 経営活動に伴う費用

資 本 的 収 入 48,394 24,300 24,094 他会計補助金

資 本 的 支 出 69,338 61,599 7,739 企業債償還金

※事業会計については今年度から、これまでの特別会計から事業会計へ

　会計方式が変更となったため前年度との比較はありません。

○特別会計予算

歳 出 合 計

後 期 高 齢 者 医 療

国 民 健 康 保 険

介 護 保 険

特 別 会 計 名

簡 易 水 道 事 業

下 水 道 事 業

○事業会計予算



歳　入　歳　出　予　算　款　別　比　較

 　《　歳　入　》 《　歳　出　》
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（歳入）

・市町村交付金（社会保障財源化分） 50,000 千円

（歳出）

・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 255,468 千円

（単位：千円）

国・県支出金 地方債 その他
社会保障財源
化分の市町村

交付金
その他

　福祉団体事業 50,081 25,557 24,524

　障害者福祉総務費 124,050 87,865 2,077 17,405 16,703

　児童福祉総務費 81,337 67,545 1 7,038 6,753

255,468 155,410 2,078 50,000 47,980

社
会
福
祉

合　　　　　　計

一般財源特　定　財　源

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費に関する調書

事　　　業　　　名 経　費

財　　源　　内　　訳



令和７年度当初予算の主要事業 

 

●主要事業 

 

 ○地域通貨「おぜだっペイ」キャンペーン事業 

    地域通貨「おぜだっペイ」に係る、片品村転入者・新生児誕生応援ポイン

ト付与事業やポイントアップキャンペーン事業を今年度も実施。 

 

 ○村有財産活用事業 

    村有林の有効活用として,伐採して市場に販売出来る優良木材は売却し,

売却できない木材はバイオマス発電に発電用木材として売却する。 

 

 ○保育所の完全給食完全無料 

    ３歳以上児は主食(米)を持参しているため、主食を保育所で提供し、完全

給食完全無料化を実施。 

 

 ○国際線への片品村パンフレット搭載事業 

    アジア向けのインバウンド広告宣伝として、バンコク、シンガポール、ソ

ウル便の客席に片品村のパンフレットを常設し、片品村への関心を高め誘客

を図る。 

 


